
特殊法人の独立行政法人化等に伴う政府出資額の増減について 

 

 

旧法人名 国際協力事業団 政府出資額 １３４，７９３，５１０，５７０円 

新法人名 

（業務承継法人名）
独立行政法人国際協力機構 政府出資額 ８８，５０８，０４１，１３１円 

組織変更年月日

（業務承継年月日）
平成１５年１０月１日 増 減 額 △４６，２８５，４６９，４３９円 

政府出資額が増

減することの根

拠法令 

独立行政法人国際協力機構法（平成１４年１２月６日法律第１３６号） 

附則 

（国際協力事業団の解散等） 

第２条 国際協力事業団（以下「事業団」という。）は、機構の成立の時において解散するものとし、その一切の権利及び義務は、次項の規定により国

が承継する資産を除き、その時において機構が承継する。 

２～５ 略 

６ 第一項の規定により機構が事業団の権利及び義務を承継したときは、その承継の際、機構が承継する資産の価額から負債の金額を差し引いた額は、

政府から機構に対し出資されたものとする。 

７ 前項の資産の価額は、機構の成立の日現在における時価を基準として評価委員が評価した価額とする。 

政府出資額が増

減した理由 

・国への資産承継（国庫納付）による減（約△４３５億円） 

・外国為替差損や減価償却費等の処理による減（約△７２億円） 

・貸倒引当金計上基準の変更による減（約△３０億円） 

・退職給与引当金及び資産見返勘定の廃止などによる増（約７７億円） 

・固定資産等の計上基準の変更等による減（約△３億円） 

備  考 
 



旧法人名 政府出資額

新法人名

(業務継承法人名）

組織変更年月日

(業務継承年月日）

特殊法人の独立行政法人化等に伴う政府出資額の増減について

政府出資額が増
減した理由

平成２０年１０月１日

7,944,570,087,872円

政府出資額

増　減　額

国際協力銀行
（国際協力銀行の業務は、（独）国際協力機構と（株）日本政
策金融公庫に承継されており、右は、前者に承継した海外経済
協力業務に係る政府出資額のみを記載）

独立行政法人国際協力機構
（右は、国際協力銀行から承継された業務に係る政府出資額の
みを記載） 【参考】準備金考慮後：7,805,169,252,734円

【参考】準備金考慮後：△139,400,835,138円

7,307,565,785,510円

△637,004,302,362円

政府出資額が増
減することの根
拠法令

独立行政法人国際協力機構法の一部を改正する法律に規定される積立金（４，８７８億円）は、同法附則第２条第１０項に基づき、国際協力
銀行海外経済協力勘定平成２０年度利益金（９８億円）を加算の上、準備金（４，９７６億円）として純資産に計上される。従って、準備金
考慮後の政府出資額の増減額は△１，３９４億円となる。

独立行政法人国際協力機構法の一部を改正する法律（平成１８年１１月１５日法律第１００号）
附則
（権利及び義務の承継）
第２条　この法律の施行の時において現に国際協力銀行が有する権利及び義務であって次に掲げるものは、次項の規定により国が承継する資
産を除き、権利及び義務の承継に関し必要な事項を定めた承継計画書において定めるところに従い、その時において独立行政法人国際協力機
構（以下「機構」という。）が承継する。
（１） 附則第１１条の規定による改正前の国際協力銀行法（平成１１年法律第３５号。以下この条から附則第４条まで及び附則第６条にお
いて「改正前国際協力銀行法」という。）第２３条第２項に規定する海外経済協力業務に係る権利及び義務
（２） 改正前国際協力銀行法第５６条第１号に規定する役員及び職員その他の管理業務に係る権利及び義務のうち機構が承継することとさ
れたもの
２ 前項各号に掲げる業務に係る権利のうち、機構がそれらの業務を確実に実施するために必要な資産以外の資産は、この法律の施行の時に
おいて国が承継する。
３ 前項の規定により国が承継する資産の範囲その他当該資産の国への承継に関し必要な事項は、政令で定める。
４～６　略
７ 第１項の規定により機構が国際協力銀行の権利及び義務を承継したときは、その承継の際、機構が承継する資産の価額（改正前国際協力
銀行法第４４条第２項の規定により積立金として積み立てられている金額があるときは当該金額を控除した金額とし、同条第３項の規定によ
り繰越欠損金として整理されている金額があるときは当該金額を加算した金額とする。）から負債の金額を差し引いた額は、政府から機構に
対し追加して出資されたものとする。
８ 前項の資産の価額は、施行日現在における時価を基準として評価委員が評価した価額とする。
９ 前項の評価委員その他評価に関して必要な事項は、政令で定める。
１０ 第１項の規定により機構が国際協力銀行の権利及び義務を承継したときは、その承継の際改正前国際協力銀行法第４４条第２項の規定
により積立金として積み立てられている金額又は同条第３項の規定により繰越欠損金として整理されている金額は、この法律による改正後の
独立行政法人国際協力機構法（以下この条、次条及び附則第６条において「新法」という。）第１７条第２項第２号に規定する有償資金協力
勘定において、それぞれ新法第３１条第５項の準備金又は同条第６項の繰越欠損金として整理しなければならない。
１１ 国際協力銀行は、第１項の規定により機構が国際協力銀行の権利及び義務を承継したときは、その承継の際改正前国際協力銀行法第４
１条第１項第２号に掲げる業務に係る勘定に属する資本金の額により資本金を減少するものとする。

備　　考

・国への資産承継による減（約△６億円）
・貸付金・貸倒引当金等の計上基準の変更等による減（約△１，５３５億円）
・退職給与引当金・賞与引当金等の計上による減（約△６７億円）
・固定資産等の計上基準の変更等による増（約１１６億円）
・独立行政法人国際協力機構法の一部を改正する法律附則第２条第７項による積立金の減(約△４，８７８億円）




